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　第2次大戦期のイギリス財政一戦時財政政策の確
　立を中心に
　第2次世界大戦が，イギリス資本主義に彪大な経済
的負担を課したことはいうまでもない。その負担のあ
り方は，大戦によってもたらされたイギリス資本主義
をめぐる国際的な経済的・政治的枠組の変化や国内へ
の政治的社会的影響とともに，戦後のイギリス資本主
義の構造と運動に，その出発点において規定的意義を
もった。もちろん，大戦の経済的負担のあり方は多面
的であり，また大戦が他の局面でもたらした諸影響と
複雑に絡み合っている。ここでは，現代イギリス資本
主義の解明のための序論的考察の一部として，総力戦
遂行のための資源動員に要めの役割を果たす国家財政
の推移を戦時財政政策の確立に焦点をあてて考察し
た。
　イギリスの第2次大戦期の財政政策の展開に際し
て，第1次大戦の経験は重要な教訓となっていた。そ
の経験とは何よりもインフレーションの昂進であっ
た。第1次大戦期のそれは，とくに戦時下の他の労
働・生活条件の悪化とあいまって労働不安を醸成し，
統制下にかかわらずストライキを多発させ，戦時動員
体制への労働者の協力確保を脅かし，また戦後ブーム
下のいっそうの物価騰貴もあって1920年代の再建金本
位制の基盤を脆弱ならしめることとなったのである。
インフレーションがもたらすこうした問題は，戦間期
の経過のなかでいっそう深刻になる可能性があった。
　こうして，第2次大戦期のイギリス財政政策には，
第1次大戦期にはみられなかったいくつかの重要な特
徴が現われた。
　第一に，財政資金調達において極力増税にうった
え，借り入れをできるだけ抑えようとした。ただし，
大戦勃発の年である1939年度予算では，すでに国防支
出は増大しつつあったが，大量失業の存在のためにイ
ンフレーションの問題はさほど重大には考えられず，
増税政策はまだごく控え目であった。そして戦争勃発
とともに大幅な増税策がとられるようになり，さら
に，1940年春ドイツ軍の攻勢が激化し，いわゆる「偽
一65一
明治大学　社会科学研究所年報
りの戦い」が終ることによって増税政策が強化される
こととなって41年度予算ではケインズがかねて主張し
ていたインフレ・ギャップ論にしたがって，インフ
レ・ギャップを増税と国内貯蓄で賄う態勢が整ったの
である。
　第二二に，増税の過程で，超過利潤税と購買税が新設
された。前者は，大戦の勃発に対処した1939年度第2
次予算で新設され，40年度以降重要な財源となってい
った。購買税は1940年10月に実施され，やがて重要な
財源となる。両税は戦後にも存続ないし重要な影響を
残した。
　第三に，所得税の増微がいちじるしく大衆課税の様
相を帯びてくるとともに，勤労所得税について源泉徴
収制度が確立した。同制度は1941年度予算における所
得税の大幅増微と並行して実施された。これは大戦の
もたらした重要な副産物といってよく，以後所得税の
大衆化が定着していくための制度的な基盤となった。
　第四に，1941年度予算において，100％超過利潤税
についての資本蓄積を阻害するなどの批判に対処し
て，納税額の20％を戦後に払い戻すこと，またこれと
対になって，増徴される所得税の一部も戦後に償還さ
れることが議会に提案され通過した。現実には，前者
は戦後間もなく実施され比較的成功であったと評価さ
れ，後者は遅延し，インフレーションによって目減り
することとなった。
　この他，物価抑制のための補助金制の導入（1939年
12月）や低金利政策の展開があった。前者は戦後にも
引き継がれて物価統制とともに戦後インフレーション
の抑制に重要な役割を果たすことになる。また低金利
政策は大戦勃発に続いて展開され．1939年10月16日に
は公定歩合は2％に引き下げられ，以後大戦中を通し
てこれが維持されJそのまま戦後の低金利政策に連な
ったのである。こうした低金利政策は，第ユ次大戦期
にむしろ金利を高めて外資の吸引をはかったことと対
照的であり，公定歩合の低位安定や公的資金の動員に
よって長期金利も1941年第3四半期には3％ていどと
なり，「3％戦争」の態勢が確立した。
　こうして，大戦が3年を経過するうちに戦時財政政
策はほとんど出揃い，1941年度予算は「戦争予算の分
水界」（B．E．　V．　Sabine，　British　Budgets三n　Peace
apd　War・1932－1945・Lgpdon・1970・P・201）となつ
たのである。．
　戦時財政の推移を簡単に追ってみると，財政支出規
模は，大戦開始前年の1938年度の10億1，　890万ポンド
から1944年度まで年zr　38．　2，182．　O，22．8，17．　7，3．　0，
4．6各％（対前年度比）と増加し続け，1944年度には
61億7950万ポンドに達した。その国民総生産に占める
比重は，地方財政も含めると，1938年の30％から戦争
努力がピークに達したとされる43年に74％に及び終戦
の年1945年でも66％であった（以上は実質額，暦年）。
この財政支出規模の急膨張はいうまでもなく大方軍事
費の急増によるものであり，1940～44年度はそれは政
府の通常支出の8割以上を占め続けた。ただ，いわゆ
る社会的支出も比重は急減したものの絶対額は着実に
増大していた。（38～45年度trL　1．　5倍）。大戦が国民生
活を疲弊させ，潜んでいた問題を明るみに出したこと
への対応であった。
　一方，収入面では，前述のようにインフレ・ギャッ
プ論にもとついて国内貯蓄や海外投資処分で埋めえな
い財政赤字を極力課税によって満たそうとしたことを
反映して，財政支出に対する通常収入の比重は38年度
の91．　O°％からいったん40年度の35．4％まで下ったが，
ついで上昇し44年度には52．4％と過半を占めるにいた
った。この間所得税収入は約倍となり，関税・消費税
収入も3．　2倍となった（Annual　Abstract，　ibid．，　Ts．
233，235）こうした税収の比重の高さは第1次大戦期
と対照的であったが，この重税の実績は戦後の福祉国
家財政への地均しでありまた，福祉税制や資本蓄積税
制の基礎となったのである。
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